
 

 

電気通信事業法第 34条第２項に基づく第２種指定電気通信設備に係る接続約款 

 

 

 

（約款の適用） 

第１条 当社は、電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号。以下「事業法」といいます｡）第 34条第２項の規

定に基づき、当社の第２種指定電気通信設備と当社以外の電気通信事業者（以下「他事業者」といいます｡）

の電気通信設備との相互接続（以下「接続」といいます｡）に関し、当社が取得すべき金額（以下「接続

料」といいます｡）及び接続の条件についてこの接続約款（料金表及び技術的条件集を含みます。以下「約

款」といいます｡）を定め、これにより他事業者との間で、当社の第２種指定電気通信設備との接続に関

する協定（以下「協定」といいます｡）を締結し、当社の第２種指定電気通信設備との接続を行います。 

２ 前項の規定のほか、当社は、当社の指定電気通信設備との接続を円滑に行うための条件をこの約款に定め

ます。 

３ 前２項の規定にかかわらず、当社は、非指定電気通信設備について、接続料及び接続の条件をこの約款に

定める場合があります。 

 

（約款の変更） 

第２条 当社は、この約款を変更することがあります。この場合には、接続料及び接続の条件は、変更後の約

款によります。 

 

（特定携帯電話事業者が定める接続約款の準用） 

第３条 当社は、この約款に特段の定めがない限り、ＫＤＤＩ株式会社又は沖縄セルラー電話株式会社（以下

「特定携帯電話事業者」といいます。）が定める電気通信事業法第 34条第２項に基づく第２種指定電気通

信設備に係る接続約款（以下「特定携帯電話事業者約款」）の規定を、この約款に準用します。 

２ 前項の場合において、特定携帯電話事業者約款中「当社及び特定ＢＷＡ事業者」とあるのは「当社及び特

定携帯電話事業者」と、「当社の第２種指定電気通信設備及び特定ＢＷＡ事業者の第２種指定電気通信設

備」とあるのは「当社の第２種指定電気通信設備及び特定携帯電話事業者の第２種指定電気通信設備」と、

それぞれ読み替えるものとします。 

 

（用語の定義） 

第４条 この約款においては、次表の左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用します。 

用 語 用 語 の 意 味 

契約者回線 特定携帯電話事業者又は特定事業者のａｕ通信サービス契約約

款、ＳＯＲＡＣＯＭ Ａｉｒ ｆｏｒ セルラーＬＰＷＡ通信サ

ービス契約約款等に定める契約に基づいて無線基地局設備と契約

者が指定する移動無線装置との間に設定される電気通信回線 



 

 

特定携帯電話事業者 （ＫＤＤＩ株式会社の接続約款の場合） 

ＫＤＤＩ株式会社 

（沖縄セルラー電話株式会社の接続約款の場合） 

沖縄セルラー電話株式会社 

ａｕ通信サービス 特定携帯電話事業者又は特定事業者の au通信サービス契約約款に

基づいて提供する電気通信サービス 

セルラーＬＰＷＡサービス 特定携帯電話事業者又は特定事業者のＳＯＲＡＣＯＭ Ａｉｒｆ

ｏｒ セルラーＬＰＷＡ通信サービス契約約款に基づいて提供す

る電気通信サービス 

中継交換機 ａｕ通信サービス又はセルラーＬＰＷＡサービスの中継交換を行

う特定携帯電話事業者又は特定事業者の交換設備であって、特定

携帯電話事業者又は特定事業者が指定するもの 

 

（技術的条件） 

第５条 当社は、この約款に準用する特定携帯電話事業者約款の第６条(標準的な接続箇所)に規定する標準

的な接続箇所（表中（２）直収パケット交換機に接続される帯域制御装置）における技術的条件を、特定

携帯電話事業者の技術的条件集に規定します。 

 

（準用の除外） 

第６条 特定携帯電話事業者約款の規定のうち、第４条（直収パケット接続事業者の料金及び技術的条件等）、

第６条（標準的な接続箇所）表中（１）中継交換機の伝送装置及び（３）文字メッセージ通信用信号変換

装置の伝送装置、第５５条（ローミングに係る譲渡の承認）、第６５条（従量制の網使用料の支払義務）、

第６８条（手続費の支払義務）第１項第１号及び第２号、第６８条の２（ユニバーサルサービス料の支払

義務）、第６８条の２の２（電話リレーサービス料の支払義務）、第６９条（従量制の網使用料の計算方法）、

第７０条（通信時間の測定等）、第８０条（債権譲受）、第７５条（接続料金の遡及適用）第 1項、第８１

条（債権譲渡）、第９０条（ローミングに係る特例）、第９６条（個別契約事業者に対する契約者情報の提

供）、料金表通則（料金等の臨時減免）、料金表第１表接続料金第１網使用料２料金額における２－１端末

接続機能、２－２ＭＮＰ転送機能、２－６文字メッセージ通信接続機能、料金表第２表工事費２工事費の

額２－１工事費表中（１）トランスレータ変更工事費、料金表第３表手続費表中（１）料金回収手続費、

（２）債権譲受手続費及び（３）お客様情報照会書作成手続費は、この約款に準用しません。 

２ 前項のほか、特定携帯電話事業者約款の規定のうち別表１接続により提供する機能１－１基本接続機能

については、ＬＴＥ直収パケット接続機能（携帯電話・ＢＷＡ電波連携分）、ＬＴＥ直収パケット接続機

能（ＬＰＷＡ、携帯電話・ＢＷＡ電波連携分）、５Ｇ（ＮＳＡ方式）直収パケット接続機能（携帯電話・

ＢＷＡ電波連携分）、ＭＶＮＯ回線管理機能（携帯電話・ＢＷＡ電波連携分）以外は、この約款に準用し

ません。また、別表１接続により提供する機能１－２個別占有的接続機能については、ＬＴＥ直収パケッ

ト接続装置機能（携帯電話・ＢＷＡ電波連携分）、ＬＴＥ直収パケット接続装置機能（ＬＰＷＡ、携帯電



 

 

話・ＢＷＡ電波連携分）、５Ｇ（ＮＳＡ方式）直収パケット接続装置機能（携帯電話・ＢＷＡ電波連携分）、

ＬＴＥＧＴＰ接続利用機能（携帯電話・ＢＷＡ電波連携分）、ＬＴＥＧＴＰ接続利用機能（ＬＰＷＡ、携

帯電話・ＢＷＡ電波連携分）、５Ｇ（ＮＳＡ方式）ＧＴＰ接続利用機能（携帯電話・ＢＷＡ電波連携分）

以外は、この約款に準用しません。 

３ 前２項のほか、特定携帯電話事業者約款の規定のうち別表２接続形態２接続形態表については、項番Ａ１

９－１以外は、この約款に準用しません。 

 

（準用の一部除外） 

第７条 特定携帯電話事業者約款の規定のうち、第６４条（料金等）、第７１条（料金等の支払い）における

ユニバーサルサービス料及び電話リレーサービス料に係る規定は、この約款に準用しません。 

 

 

附則（2020年 3月 24日 19-UQ渉-074号） 

この約款は 2020年 4月 1日から実施します。 

 

附則（令和 3年 6月 23日 21-UQ渉-023号） 

この改正規定は令和 3年 7月 1日から実施します。 


